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第３章第３章第３章第３章    日田市のＩＴ環境日田市のＩＴ環境日田市のＩＴ環境日田市のＩＴ環境    

３－１．日田市のこれまでの情報化の流れ３－１．日田市のこれまでの情報化の流れ３－１．日田市のこれまでの情報化の流れ３－１．日田市のこれまでの情報化の流れ    

（１）地域情報化 

日田市の地域情報化に関する経過の概要は以下のとおりです。 

年 月 項 目 

昭和40年～ 

 

 

 

昭和61年 3月 

昭和62年 4月 

 

昭和62年 5月 

 

昭和63年10月 

 

 

平成元年 7月 

 

 

 

 

 

平成 9年 6月 

 

平成11年 3月 

 

 

平成11年10月 

平成13年度 

 ～平成14年度 

平成14年度 

 

 

平成17年 3月22日 

難視聴地域の解消のため、自治会振興事業としてテレビジョン共同

受信施設の設置に助成措置を実施。また、平成６年度からは民放テ

レビ放送難視聴等解消施設整備事業で８地区にテレビジョン共同

受信施設を設置するなど難視聴地域解消事業を展開 

テレトピア構想

※

のモデル地域の指定を受ける 

大山町営の有線テレビ放送開始（農業構造改善事業（農林水産省補

助）【設計・監理：社団法人日本農村情報システム協会】） 

萩尾公園内に子どもから高齢者までがパソコン操作や情報通信に

ついて学べるＮＴＴ日田ニューメディア塾が開局 

九州有線テレビ放送株式会社（現在は「株式会社ＫＣＶコミュニケ

ーションズ」）に日田市が一部出資（100/5,000万円）し、テレト

ピア推進法人として第３セクター化 

ＮＴＴ日田ニューメディア塾が運営していたパソコン通信ホスト

局「ピノキオ－ＮＥＴ」を「日田ネットＩＲＩＳ」に改称し、市民

のコミュニケーションの場として民間団体の協力を得て市民協働

による運営を開始 

天瀬町、前津江村、中津江村、上津江村の全戸に防災行政無線の個

別受信機を設置し、音声による緊急告知システムを稼動 

日田市の公式ホームページを立ち上げ、観光情報を中心に情報提供

を開始  

市内のパソコン・インターネット利用者、市、商工会議所、観光協

会等が集まって情報通信技術の向上や研修、情報交換等を目的とし

て「ひたインターネット協議会」を設立 

パソコン通信「日田ネットＩＲＩＳ」をインターネット版に更新 

大分県が地域情報通信ネットワーク整備事業により旧日田郡の各

町村役場まで豊の国ハイパーネットワーク

※

の光ケーブルを敷設 

福祉・医療・教育・防災などのサービス向上を目的とした豊の国ハ

イパーネットワーク

※

を市役所本庁舎のＬＡＮに接続し、行政間の

情報通信基盤が確立 

日田市、前津江村、中津江村、上津江村、大山町及び天瀬町の１市
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平成18年度 

 

 

 

 

平成18年度 

 

 

 

平成19年 3月 

平成19年 4月 

 

平成19年12月 

 

平成21年 3月 

平成21年 9月 

平成22年 6月 

 

平成23年 3月 

平成23年 6月 

 

平成23年 7月 

平成25年 3月 

 

平成26年 3月 

 

 

平成26年 4月 

２町３村の合併に伴う行政区域の拡大 

地域イントラネット

※

基盤施設整備事業（総務省補助）により、日

田市役所本庁舎と公共施設、学校等を高速大容量通信が可能な光フ

ァイバーで結ぶネットワークを構築。さらに各振興局で議会中継が

視聴できるよう豊の国ハイパーネットワーク

※

を活用するサブセン

ター事業（市単独事業）を実施 

地上デジタル放送に関する説明会の開催と市の対応策について広

報へ掲載。自治会長及びテレビ共聴組合役員などを対象とした説明

会を市内14地区で開催し、共聴組合にデジタル放送への対応策に係

る意向調査を依頼 

地域情報基盤（ケーブルテレビ網）整備事業計画を策定 

振興局サブセンター施設整備事業にて整備した施設で、市議会一般

質問等が視聴可能となるＫＣＶによる試験放送を開始 

ＫＣＶエリア外のケーブルテレビ局の運営を公設民営方式から公

設公営方式へ更改 

日田市情報センターの設置及び管理に関する条例を可決 

有線テレビジョン放送施設設置について総務省が認可 

総務省へ有線ラジオ放送業務開始届出書、及び電気通信届出書を提

出、同日受理 

テレビ放送のアナログ放送終了に伴うデジタル変換設備を導入 

日田市地域情報基盤整備事業第２工区供用の開始により日田市情

報センター（水郷テレビ）の全面供用開始 

テレビ放送がアナログ放送からデジタル放送へ完全移行 

水郷テレビによる火災情報提供システムを導入（ＫＣＶと共同実

施） 

地域情報基盤整備事業で整備した光ファイバーをＩＲＵ契約で賃

借したことで前津江町柚木地区の携帯電話用基地局完成及び供用

開始 

水郷テレビの自主放送番組（コミュニティチャンネル

※

）の制作を

ＫＣＶへ委託し水郷テレビエリアとＫＣＶエリアのコミュニティ

チャンネル

※

を統一 
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（２）行政情報化 

 日田市の行政情報化に関する経過の概要は以下のとおりです。 

年 月 項 目 

昭和46年 

昭和58年 

 

平成 8年 

 

平成11年11月 

 

 

 

平成12年10月 

平成12年度 

平成13年 4月 

平成14年度 

 

 

平成16年 1月 

 

 

平成16年 3月 

 

平成16年10月 

平成17年 3月 

 

 

平成18年度 

 

 

平成19年 7月 1日 

平成20年度 

 

 

 

 

電子計算機を導入し、大量定型業務の集中処理を開始  

汎用コンピュータ

※

を使った住民基本台帳のオンラインシステムを

稼動  

テレホンガイドシステム

※

を導入し、電話とＦＡＸによる行政手続

等の案内を開始  

汎用コンピュータ

※

と端末を結ぶＦＮＡ（富士通独自通信規約）Ｌ

ＡＮ

※

に加えて、市庁舎内の各階各課を接続するＴＣＰ／ＩＰ

※

のＬ

ＡＮ

※

を稼動  

情報の共有化を目的にＷｅｂ方式

※

のグループウエア

※

を稼動  

文書管理システムをＣＳ方式

※

でＴＣＰ／ＩＰ

※

のＬＡＮ

※

上で稼働 

職員一人１台のパソコン配置完了  

財務会計システムをＴＣＰ／ＩＰ

※

のＬＡＮ

※

上で稼動  

大分県が豊の国ハイパーネットワーク

※

の光ケーブルを県内の主要

都市間に敷設し、各自治体がＬＧＷＡＮ

※

に接続し、広域的な行政

ネットワークが確立された  

国の指導で公的個人認証サービス

※

を開始し、どこの自治体の窓口

でも住民票等の交付が受けられる行政手続のオンライン化のシス

テムを整備  

日田市情報セキュリティポリシー

※

を策定し、情報セキュリティ

※

対策の基本方針を整備  

住民票、印鑑証明等の電子申請を開始  

セキュリティ向上を目的に、庁舎内ＬＡＮを住民情報・税情報等の

基幹業務を取り扱う基幹系とそれ以外の一般業務を取り扱う情報

系に区分 

グループウエア

※

を更新 

市の公式ホームページの作成や管理を容易にするため、新たなホー

ムページ管理システム（ＣＭＳ

※

）を導入 

日田市情報セキュリティ基本方針を訓令化 

行政内部システムの最適化計画を策定し、住民基本台帳システムな

どの基幹系業務システムをＷｅｂ方式

※

とし、汎用機

※

もソフトウエ

ア

※

も所有しないでサービスのみ購入する方法に改め、調達方法を

ＡＳＰ

※

から調達することや、端末機のシンクライアント

※

化を目標

とした 
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平成21年度 

 

 

 

 

平成22年度 

 

平成23年 9月 

 

平成23年10月 

平成24年度 

平成25年 5月 

 

平成26年度～ 

平成27年 3月 

平成28年 1月 1日 

平成27年度 

 ～平成28年度 

 

大分県電子自治体推進協議会が新たにＡＳＰ

※

方式により電子申請

受付システムを調達し、加入自治体の共同調達よるサービスを開始 

基幹系業務システムの再構築に伴い、総務省の「自治体クラウド

※

に係る開発実証事業」に参加し、基幹系業務システムのＡＳＰ

※

か

らの調達（ＳａａＳ

※

方式への移行）を決定 

庁内の地図に関するシステム及びデータを統合した統合型ＧＩＳ

※

の運用を開始 

基幹系業務システムをはじめ、利用する端末をシンクライアント

※

システムで供用開始 

基幹系業務システムの再構築（自治体クラウド

※

）による本稼働 

グループウエア

※

をＳａａＳ

※

方式で更新 

戸籍副本システムを構築（ＬＧＷＡＮ

※

経由の戸籍バックアップシ

ステム） 

マイナンバー制度

※

導入に伴うシステム改修等を実施 

市ホームページ関連システム（メール、ＣＭＳ

※

）のＩａａＳ

※

化 

マイナンバー制度

※

施行 

マイナンバー制度

※

導入に伴うネットワークの強靭化により、行政

ネットワークを個人番号利用事務（基幹系）、個人番号関係事務（内

部情報系）、インターネット系の３系統に分離 
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３－２．第２次日田市情報化基本計画の進捗状況３－２．第２次日田市情報化基本計画の進捗状況３－２．第２次日田市情報化基本計画の進捗状況３－２．第２次日田市情報化基本計画の進捗状況    

 第２次日田市情報化基本計画の進捗状況は以下のとおりです。 

 

（１）地域情報化 

 ①情報通信基盤の整備によるデジタルデバイド

※

の解消 

事業計画 主管課 取組状況 進捗状況 

ＣＡＴＶ網の整備によ

る地上デジタル放送へ

の対応 

情報統計課 平成 23年 7月のデジタル放送への完全

移行に向け、ＫＣＶエリア外へ公設で

光ケーブルの敷設を行い、平成 23 年 6

月から公営のケーブルテレビ（水郷テ

レビ）の全面供用を開始しました。 

達成 

ＣＡＴＶ網の整備によ

る市内全域への高速大

容量通信網の整備 

情報統計課 ＫＣＶエリア外への公設による光ケー

ブルの敷設及び公営のプロバイダー

※

サービスにより、高速大容量通信によ

るインターネット等への接続を可能に

しました。 

達成 

携帯電話利用可能な環

境の整備 

情報統計課 ＫＣＶエリア外の公設の光ファイバー

を携帯電話会社へ賃貸することでサー

ビスエリアの拡大を図り、概ね市内の

不感地域は解消されました。 

達成 
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②ブロードバンド環境の活用 

事業計画 主管課 取組状況 進捗状況 

ケ

ー

ブ

ル

テ

レ

ビ

の

自

主

放

送

チ

ャ

ン

ネ

ル

の

活

用

 

 

各課 

(政策企画課) 

昭和 57 年 10 月にＫＣＶエリアでＫＣＶ

の自主放送が開始されました。平成 22

年 7 月に水郷テレビエリアで水郷テレビ

の自主放送を開始し、平成 23 年 6月には

全面供用開始。平成 26 年 4月に水郷テレ

ビの自主放送番組の制作を廃止し、ＫＣ

Ｖへ自主放送番組の制作を委託し、番組

内容を均一にしました。 

達成 

情報の均一化 情報統計課 平成26年4月に水郷テレビの自主放送番

組の制作を廃止しＫＣＶへ制作を委託し

たことで、市内のＣＡＴＶでの自主放送

番組を均一化しました。また、水郷テレ

ビのデータ放送設備をＫＣＶと共同で整

備することで、市の行政情報や防災情報、

災害時における避難情報等の緊急情報等

を発信できるようになりました。 

着手 

市

政

等

に

関

す

る

メ

ー

ル

マ

ガ

ジ

ン

※

の

配

信

 

市政に関する

メールマガジ

ン

※

の配信 

政策企画課 平成 23 年度の公式ホームページのリニ

ューアルに合わせメールマガジン

※

の配

信を開始しました。 

達成 

文化ボランテ

ィア情報処理

研修会の開催 

社会教育課 情報紙編集ボランティアスタッフにより

「友の会通信」の発行、会員向けのメー

ルマガジン

※

などの配信を行っています

が、日田市民文化会館の運営が指定管理

者となったことから、会館に関する情報

発信等は指定管理者が行っており、研修

会の実施まで至っていません。 

着手 

(一部見直し) 

文化財ボラン

ティア情報処

理研修会の開

催 

文化財保護課 市文化財保護委員会研修会を開催し、ホ

ームページの利用やメールによる文化財

関係の情報提供等について研修を実施し

てきましたが、ここ数年、高齢化や指導

者等の人材の減少等の理由から研修会の

開催に至っていません。 

 

 

着手 
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防

災

シ

ス

テ

ム

の

整

備

 

デジタル防災

無線の導入・

利活用 

防災・危機管理

室 

国のデジタル化推進に伴い、平成 21 年度

に中継局を新設したことで市全域がデジ

タル波での受信エリアとなり、平成 25

年度には市内すべての同報系防災行政無

線のデジタル化を完了しました。 

見直し 

防災情報Ｗｅ

ｂカメラの整

備 

防災・危機管理

室 

平成18年に市内7カ所の河川監視用Ｗｅ

ｂカメラの設置を行い、市ホームページ

から常時映像配信しています。また、平

成 25 年には新たに 5カ所を増設し、現在

12 カ所の監視・運用を行っています。 

達成 

緊急情報伝達

体制の統合 

防災・危機管理

室 

ひた防災メールシステムの設定変更を行

うことで、水郷テレビデータ防災システ

ムとの自動連携が可能となり、防災メー

ルの内容を水郷テレビの文字放送で確認

できるようになりました。 

達成 

保健福祉情報ネットワ

ークの整備 

社会福祉課 日田市総合保健福祉センターを拠点と

し、各地域の保健・福祉センター、日田

玖珠県民保健福祉センター等をネットワ

ークで結ぶことで情報の共有化、及び施

設間の連携強化を行うネットワークシス

テム導入に関しては、調査・検討を行い

ましたが、実現には至っていません。 

見直し 

小・中学校のホームペ

ージによる情報公開 

学校教育課 平成19年4月までに市内全ての小中学校

においてホームページを開設し、学校情

報の発信を行っています。 

 

達成 

各

地

区

公

民

館

等

を

拠

点

と

し

た

各

種

情

報

の

受

発

信

、

利

活

用

 

 社会教育課 市内 20 カ所の地区公民館において、平成

23 年度までにインターネット環境の整

備を完了し、平成 24 年 10 月からはホー

ムページを開設しています。 

 

達成 

日田市民文化

会館を拠点と

した文化情報

の受発信の充

実 

社会教育課 日田市民文化会館は平成26年4月から指

定管理者の運営となったことから、会館

の自主事業や貸館情報等、会館に関する

情報発信は指定管理者のホームページに

掲載しています。 

 

着手 
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電子入札の導入 契約検査室 大分県共同型電子入札システムを調達

し、平成 19 年 1月から試行運転を開始、

10 月から本格運用を実施しています。 

 

達成 

地図情報の公開 情報統計課 行政が保有する地図や航空写真等をイン

ターネットで閲覧できるようシステムの

検討を行いましたが、インターネットを

利用した Google Map や Yahoo!地図の操

作性や機能性が著しく向上してきたこと

や、システム構築を行う際の整備・運用

コストや管理負担等の課題、他市におい

ても GIS 地図公開計画を中止した事例も

あることなどから、インターネットでの

公開には至っていません。今後は、他市

の動向等を参考にし検討を行います。 

見直し 

観光情報の情報内容の

充実 

観光課 平成 19 年度から市ホームページ上の各

種イベントに関する情報内容を充実し、

観光客等への情報提供を速やかに行うよ

う取り組んでいます。また、平成 28 年 2

月から観光協会のホームページを多言語

対応にすることで、外国人への対応も行

っています。さらに平成 29 年 4月からは

日田駅前、豆田地区、祇園会館の 3 エリ

アを整備し、市内 11 カ所のアクセスポイ

ント

※

で無料Ｗｉ－Ｆｉの運用開始を目

指しています。 

達成 

ＳＮＳ

※

の導入支援 情報統計課 

政策企画課 

新しい媒体を活用した情報発信として平

成 27 年 10 月に市公式フェイスブック

※

ページを開設しました。また、日田市を

中心とした地域におけるコンピュータネ

ットワークの普及やインターネットを活

用した地域情報化への取組を行う「ひた

インターネット協議会

※

」のメンバーと

して活動を支援しています。 

検討 

 

  



19 
語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

 

 ③情報リテラシー（利活用能力）の向上 

事業計画 主管課 取組状況 進捗状況 

パソコン講座等の支援 社会教育課 市内の各地区公民館におけるパソコン

の増設により、パソコン講座の実施回

数及び研修内容の充実を図っていま

す。 

着手 

ＮＰＯ等との連携によ

る情報モラルや情報セ

キュリティ

※

の向上支

援 

情報統計課 市内のＮＰＯ等ではインターネット技

術の進展に対応できる人材を確保する

ことが困難であり、情報モラルや情報

セキュリティ

※

の向上に向けた市民向

け研修の実施に至りませんでした。 

未評価 

ユニバーサルデザイン

※

の採用など情報要援

護者への支援 

各課 日田市の公式ホームページ作成にあた

っては、ＣＭＳ

※

を使っており、発信す

る内容は利用者にとって分かりやすい

表現にすることや読み上げソフトに対

応した表現にするなど、高齢者や障が

い者を含め、誰もが支障なく情報を利

用できるようアクセシビリティの向上

に配慮しています。 

着手 

 

（２）行政情報化 

 ①市民の利便性の向上 

事業計画 主管課 取組状況 進捗状況 

ＩＣカード、公的認証

サービス

※

の普及促進 

市民課 平成26年度までは住民基本台帳カード

の促進を行ってきましたが、平成 27 年

度からは住民基本台帳に代わるマイナ

ンバーカードの普及促進を行っていま

す。具体的には、タブレット端末を利

用した申請補助を行うことでカードの

申請を容易にし、職場や公民館などに

職員が出向き申請の受付を行っていま

す。また、平成 30 年 2月から住民票の

写し、印鑑証明、戸籍等をコンビニエ

ンスストアでも交付が受けられるコン

ビニ交付サービスを開始する予定にし

ています。 

見直し 
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語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

電

子

申

請

の

推

進

 

簡易な電子申

請でできる手

続きの拡充 

各課 

(情報統計課) 

各課が広報等で募集するイベント等へ

の参加申込については電子申請システ

ムを積極的に活用しています。 

着手 

電

子

申

告

の

導

入

 

税の電子申請

の導入・電子

申告の拡充 

税務課 平成20年度から地方税電子申告支援サ

ービス（ｅＬＴＡＸ）を順次導入、市

県民税の公的年金からの特別徴収、国

税連携システムの導入、給与支払報告

書の電子申告業務等を行っています。 

 

達成 

電子決済（収納）の導

入 

会計課 インターネットを利用した口座支払や

クレジットカードによる公金支払が可

能となる電子決済（収納）の導入につ

いては、調査・検討を進めてきました

が、平成 24 年度からコンビニエンスス

トアでの日田市の公金支払いが可能に

なったことにより、利便性の向上や他

市の導入状況を考慮し、今後は見直し

を含めた検討を行います。 

検討 

行政窓口の一本化 関係各課 行政窓口の一本化を効率的に進めるた

め、必要となる機能や運用方法につい

て情報収集等の調査活動を行いまし

た。 

 

検討 

ホームページの情報内

容の充実 

各課 

(政策企画課) 

平成23年度に公式ホームページの全体

的なリニューアルを行い、行政情報の

充実や利用者が利便性を実感できるよ

う努めています。 

 

着手 

パブリックコメントシ

ステムの構築 

総務課 平成 19年 2月のホームページ管理シス

テムの導入により、公式ホームページ

上のアンケートシステムを導入すると

ともに、平成 20 年 10 月に「日田市意

見等提出手続要綱」を定めパブリック

コメント

※

を実施しています。 

 

達成 
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語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

携

帯

電

話

に

よ

る

緊

急

連

絡

の

同

報

配

信

 

緊急連絡の同

報配信 

（防災） 

防災・危機管理

室 

風水害に関する情報については、大分

県が導入した「安心・安全メール」、ま

た平成 24 年度に導入・運用を開始した

「ひた防災メール」の普及促進に努め

ています。 

達成 

緊急連絡の同

報配信 

（防犯） 

学校教育課 平成 22年 9月に日田市学校情報携帯メ

ール配信システムの運用を開始し、緊

急情報のほか学校行事等の学校情報の

配信を行っています。 

達成 

公共施設の利用手続き

の簡素化 

各課 

(社会教育課) 

公共施設の予約システムの導入につい

ては、大分県内の各市を調査した結果、

恒常的な利用が多く、システム利用者

が限定され導入経費に対して利便性の

向上に至らないと判断されることか

ら、日田市においては現行の窓口受付

方式を継続し、システム導入を行わな

いものとしています。 

見直し 

 

②行政内部事務の最適化 

事業計画 主管課 取組状況 進捗状況 

電子決裁（文書）の導

入 

総務課 電子決裁の導入について検討を行いま

したが、ペーパーレス化や時間短縮等

といったメリットが認められる一方、

関係システムとの調整、事務決裁規程

や関係例規の整備等の諸問題も多いこ

とから、引き続き先進事例の調査・研

究を行います。 

検討 

Ｃ

Ｓ

方

式

シ

ス

テ

ム

の

Ｗ

ｅ

ｂ

方

式

※

へ

の

移

行

 

文書管理シス

テムのＷｅｂ

方式

※

への移

行 

総務課 平成 23 年度に、グループウエアの更

新・本格稼働にあわせ、職員認証と連

携したＷｅｂ型の新文書管理システム

に移行しました。 

達成 

財務会計シス

テムのＷｅｂ

方式

※

への移

行 

財政課 平成 24 年 10 月にＣＳ方式の財務会計

システムを廃止し、Ｗｅｂ方式

※

のシス

テムを導入、当初予算要求の業務運用

を開始しています。また、予算執行の

業務運用については、平成 25 年 4月か

らの運用を開始しています。 

達成 
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語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

汎

用

コ

ン

ピ

ュ

ー

タ

※

シ

ス

テ

ム

の

Ｗ

ｅ

ｂ

方

式

※

を

含

め

た

業

務

の

見

直

し

 

汎用コンピュ

ータ

※

システ

ムのＷｅｂ方

式

※

を含めた

オープン化 

情報統計課 住民基本台帳や市税、福祉業務などの

基幹系業務システムは、平成 23 年 12

月にホストコンピュータの部品供給が

終了することから、機器やパッケージ

ソフトを保有せず、ネットワークを通

じてサービスの提供を受けるクラウド

方式への更新を行いました。（ＳａａＳ

※

シンクライアント

※

方式） 

達成 

汎用コンピュ

ータ

※

システ

ムの業務見直

し 

情報統計課 平成 23 年 10 月の基幹系業務システム

の更新の際、福祉システムや上下水道

システムなど、これまで各課が管理・

利用していた業務システムを情報部門

で一括集約し、クラウド方式への更新

を行いました。 

達成 

Ｇ

Ｉ

Ｓ

※

（

地

図

情

報

シ

ス

テ

ム

）

の

整

備

 

 情報統計課 各課で調達していた有償地図データや

個別ＧＩＳ

※

、字図や用途区域図等、上

地図等のデータをＷｅｂ方式

※

のＧＩ

Ｓ

※

システムでデータ化することで、全

庁的に情報共有し、業務に活用するこ

とができるようになりました。（庁内シ

ンクライント

※

） 

達成 

地図情報シス

テムの拡充 

情報統計課 統合型ＧＩＳ

※

の整備後、平成 24 年度

末には長寿福祉課で利用する要援護者

管理機能を追加しました。固定資産税

の字図・筆情報やベース地図となるゼ

ンリン住宅地図については毎年データ

の更新を行っています。統合した各課

の地図データやレイヤについても、各

課で利活用を行っていることから、今

後も既存レイヤのデータ整理を行い、

継続して積極的な利活用の周知及び提

案を促していきます。（庁内シンクライ

アント

※

） 

また、インターネットを介した情報

公開機能の拡張など、市民の利便性に

対応したシステムの更新についても検

討していきます。 

着手 
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語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

各

種

業

務

シ

ス

テ

ム

の

導

入

・

改

善

（

共

同

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

※

を

含

む

）

 

アウトソーシ

ング

※

の活用

を含めた各種

業務システム

の導入 

各課 住民の利便性の向上や事務の効率化の

ため、各種の業務システムの導入にあ

たってはアウトソーシング

※

の実施を

含めて関係各課が連携して対応するよ

う情報統計課で調整を行ってきまし

た。また、クラウドコンピューティン

グ

※

の技術の活用など、最適な導入方法

を選択できるよう関係各課と連携した

対応を進めています。 

＜アウトソーシング

※

（実績）＞ 

・住民情報システム 

・福祉総合システム 

・上下水道システム 

・グループウエア

※

 等 

（ＳａａＳ

※

、ＩａａＳ

※

方式によるシ

ステム調達を推進） 

着手 

滞納整理シス

テムの更新と

シンクライア

ント

※

方式の

検討・導入 

税務課 平成 21年 1月から運用を開始した市税

滞納整理システムについては、情報セ

キュリティ

※

の確保のため、平成 27 年

4 月の更新に合わせて、シンクライアン

ト

※

環境下での運用を開始しました。

（庁内シンクライアント

※

） 

 

達成 

家屋評価シス

テムのシンク

ライアント

※

化の検討 

税務課 平成23年度にクラウドサービスのシス

テムへ更新・導入した家屋評価システ

ムについては、端末(Windows XP)及び

サーバ

※

ＯＳのサポート終了により、平

成 27 年度にシンクライアント

※

環境下

で稼動するシステムへの更新を検討し

ましたが、現在のシンクライアント

※

環境下で稼動するシステムが開発され

ていなかったことから、現行のクライ

アントサーバ方式

※

で更新しました。次

期更新時に向けて、ＳａａＳ

※

方式かつ

シンクライアント

※

環境下で稼動する

システムの導入について、引き続き検

討を行います。（庁内ＣＳ方式

※

） 

検討 
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用語説明を載せています。 

各

種

業

務

シ

ス

テ

ム

の

導

入

・

改

善

（

共

同

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

※

を

含

む

）

 

文化財管理及

び情報発信支

援システムの

検討 

文化財保護課 平成22年秋の咸宜園教育研究センター

の開館にあわせて、塾生等の情報検索

システム（スタンドアロン

※

）を導入し

ました。文化財管理システムについて

は、段階的に導入できるよう検討を進

めています。また、情報発信システム

については、指定文化財等の情報のホ

ームページへの掲載及び更新により情

報発信を行っています。 

 

達成 

公園施設・ス

ポーツ施設の

管理システム

の導入 

都市整備課 

社会教育課 

公園施設においては、市が管理する都

市公園それぞれに設置しているすべて

の設備について現地踏査及び資料収集

を行い、施設の種別、設置年数等、多

数の基礎情報を整理しながら台帳整理

を行っています。また、スポーツ施設

については、管理システムの導入につ

いて検討を行っておりましたが、平成

26 年度に、公共体育施設の多くを管理

している「日田市市民サービス公社」

のホームページに独自の施設予約状況

管理システムがあり、利用者はそこで

予約状況を確認することができるた

め、市独自の構築については、実施し

ないことに判断しました。 

 

着手 

(一部見直し) 

犬の登録原簿

管理システム

の更新 

環境課 市役所の業務に対応できる犬の登録原

簿管理システムを選定し、平成 26 年度

にWindows7に対応したシステムへ更新

を完了しました。（スタンドアロン

※

） 

 

達成 

博物館・収蔵

施設管理運営

システムの検

討 

博物館 資料となるデータが膨大であることか

ら、昆虫、植物、化石等の標本資料の

データ化を行っていますが、システム

の導入までには至っていません。 

 

 

着手 
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各

種

業

務

シ

ス

テ

ム

の

導

入

・

改

善

（

共

同

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

※

を

含

む

）

 

新 文 書 管 理

（ファイリン

グシステム）

の構築 

総務課 ファイリングシステムの導入を前提と

し、総務課、防災・危機管理室におい

て、自前での実証事業に取り組んでき

ました。検証の結果、文書事務（文書

の適正な保管、保存）の適正・効率化

の観点から導入を必要とするシステム

ではあるものの、導入にはコンサルタ

ントへの委託並びに経費について、さ

らに検討する必要があります。 

 

 

 

見直し 

新共有ファイ

ルサーバの導

入 

情報統計課 電子ファイルの安全な管理と情報の共

有による業務の効率化を実現できるよ

う、平成 22 年 3月に市職員用の共有フ

ァイルサーバを導入し、平成 28 年度に

はサポート終了に伴う機器の更新を行

い、各課が保存するデータの適切な管

理・運用を徹底しています。 

 

 

 

達成 

リストワーク

ス（電子帳票）

の利用促進 

情報統計課 これまで紙媒体で出力していた行政情

報の書類について、対応可能なものか

ら電子帳票へと切り換えてきました。

さらに、汎用コンピュータ

※

で運用して

いた基幹系業務システムを平成 23 年

10 月にクラウド方式のシステムに移行

したことにより、すべての帳票が電子

帳票で出力されるようになったこと

で、必要な時に必要な帳票を印刷する

方式にすることができました。このこ

とにより、不要な紙の削減が期待でき

ます。 

 

 

 

達成 
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行

政

内

部

情

報

で

電

子

化

さ

れ

て

い

な

い

文

書

や

写

真

な

ど

の

電

子

化

へ

の

対

応

 

文書や写真な

どの電子化へ

の対応文化財

資料の電子化

と各種情報の

提供 

各課 歴史的な価値を有する史料を適切に管

理するため、大分県が運用している管

理システムを参考に関係各課と連携し

て研究を進めているほか、文書類の保

存方法について電子化も視野に入れた

検討を進めています。なお、平成 22 年

度に日田市史等のＰＤＦ化事業として

刊行物の電子化を行いました。また、

全庁的に取り扱う議案集及び予算書の

電子化を行い、グループウエア

※

に掲載

することで、各課に配布する紙媒体を

削減しました。今後は、より一層の文

書や写真等の電子化を推進していくこ

とに伴い、保存可能なデータ容量につ

いても考慮する必要があることから、

保存するデータの選定に係るガイドラ

イン等が必要となります。 

 

 

 

検討 

文化財資料の

電子化と各種

情報の提供 

文化財保護課 日田市が管理する文化財資料のうち、

寄贈を受けた古文書の一部については

デジタル画像撮影など目録の電子化を

行うとともに、市ホームページ上に掲

載するための日田市文化財マップを作

成しました。今後は、国指定重要文化

財、県指定、市指定と優先度を決定し

たページ作業や文化財関係施設の掲

載、各種資料のデータベース化に取り

組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

着手 



27 
語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

シ

ン

ク

ラ

イ

ア

ン

ト

※

シ

ス

テ

ム

の

導

入

検

討

 

 情報統計課 各種システムと端末機器の課題（ＯＳ

のバージョンなど）を解決する手段と

して、また、自治体における情報漏え

いのリスクを軽減し、セキュリティレ

ベルの向上及び消費電力削減等を目的

に端末側に情報の記録媒体がないシン

クライアント

※

システムの導入を検討。

平成19年度から先進自治体の状況を視

察し、平成 21 年度には小規模なテスト

環境を構築して運用上の問題点などを

検証し、教育委員会で先行導入を行い

ました。この結果をもとに平成 22 年度

はシステムの環境を整え、2 カ年で全庁

に必要となる機材を整備しました。 

 

 

達成 

パソコンのリ

プレイス対応 

情報統計課 平成 19 年度から平成 21 年度にかけて

老朽化したパソコンの一部を更新（リ

プレイス）しました。平成 22 年度以降

は、シンクライアント

※

システムの導入

に伴い最低限必要となるパソコンの配

置を基本に更新を行ってきました。し

かし、平成 28 年 1 月のマイナンバー制

度

※

の導入に伴う総務省の要請により、

ネットワークを個人番号利用事務（基

幹系）、個人番号関係事務（内部情報

系）、インターネット系の 3 系統に分離

したことによりシンクライアント

※

サ

ーバやパソコンが増加し、全体の端末

機等の機器点数が増加するなど、本来

のシンクライアント

※

システムの効果

を最大限に発揮できない環境となって

います。 

 

 

 

 

着手 

(再調達) 



28 
語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

研

修

な

ど

に

よ

る

職

員

の

Ｉ

Ｔ

活

用

能

力

の

向

上

支

援

 

 情報統計課 職員に対し日常の業務において発生す

る事案ごとに必要な技術支援を行うと

ともに、各種の業務システムの使用方

法や活用について職員研修を行ってい

ます。 

 

 

着手 

全職員用パソ

コンのインタ

ーネット支援 

情報統計課 業務上必要となる情報収集等のため、

職員向けにインターネット接続が可能

なパソコンを段階的に配置してきまし

た。今後も、セキュリティの確保を前

提として、接続可能なパソコンの配置

を進めていきます。なお、平成 23 年度

から導入されたシンクライアント

※

専

用端末については、全てインターネッ

ト閲覧が可能となりました。平成 28 年

1月のマイナンバー制度

※

の導入に伴う

総務省の要請により、ネットワークを

個人番号利用事務（基幹系）、個人番号

関係事務（内部情報系）、インターネッ

ト系の 3 系統に分離することで、基幹

系の環境からは閲覧不可としていま

す。 

 

 

着手 

(再調達) 

ＯＡ化推進員

会議の定期開

催 

情報統計課 市役所庁舎内のＯＡ機器の適切な配置

及び運用について周知するため、毎年

定期的に市職員によるＯＡ化推進員会

議を開催してきました。また、開催に

あたっては、各種業務システムの利活

用や情報セキュリティ

※

に関する研修

などを併せて実施しています。 

 

 

着手 



29 
語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

システム導入後のシス

テム監査体制の確立 

各課 情報システムの導入にあたっては、情

報システム主管課と連係を図りながら

効率的なシステムの導入に努めてきま

した。今後はシステムの選定から導入

に至るまでの手順を明確にしたマニュ

アル等の作成について検討します。 

 

検討 

基幹業務（汎用コンピ

ュータ

※

系）の地域情

報プラットホーム

※

を

視野に入れたシステム

の標準化 

情報統計課 汎用コンピュータ

※

システムをクラウ

ド方式へ更新する際、住民基本台帳や

市税、国民健康保険などの業務につい

ては地域情報プラットホーム

※

に準拠

したシステムを利用しています。 

 

達成 

各

シ

ス

テ

ム

の

共

通

基

盤

の

確

立

・

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

の

効

率

化

 

庁内ＬＡＮの

効率化 

情報統計課 本庁舎内にあるネットワーク機材のう

ち、耐用年数を超える機材を平成 20 年

度から平成 21 年度にかけて更新、設定

変更を行い、重複するネットワークの

廃止と機材の削減を行うなどネットワ

ークの効率化を図ってきましたが、平

成 28 年 1 月のマイナンバー制度

※

の導

入に伴う総務省の要請により、ネット

ワークを個人番号利用事務（基幹系）、

個人番号関係事務（内部情報系）、イン

ターネット系の 3 系統に分離し効率が

低下しています。 

 

(再調達) 

振興局を結ぶ

ＬＡＮ等の最

適化 

情報統計課 

 

平成21年度までに振興局に設置する一

部のパソコンやプリンタなどの機材に

ついて整理を行いました。平成 22 年度

に振興局を結ぶネットワーク機材のう

ち、耐用年数を超える機材を更新する

とともに、重複するネットワークの廃

止と機材の削減を行うことでネットワ

ークの効率化を図り、万が一の障害に

対応できるよう、ネットワーク機器の

冗長化を図りました。 

 

(再調達) 

 



30 
語尾に「※」がある語は、38 頁以降に 

用語説明を載せています。 

 ③情報セキュリティ

※

の維持 

事業計画 主管課 取組状況 進捗状況 

情

報

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

※

外

部

監

査

の

実

施

 

情報セキュリ

ティ

※

の対策 

情報統計課 情報セキュリティ

※

を確保するため、平

成 17 年度以降、外部監査を継続して実

施しています。また、平成 27 年度は外

部講師によるセキュリティ意識の向上

を目的とした『情報セキュリティ

※

グル

ープワーク研修』をＯＡ化推進員を対

象に実施しました。 

着手 

日田市情報セキュリテ

ィポリシー

※

に関する

職員研修の徹底 

情報統計課 情報セキュリティ

※

を確保するため、毎

年、セキュリティポリシー

※

に関する職

員研修を実施しています。 

着手 

内部監査の計画、実施 情報統計課 平成21年度までに内部監査に関する実

施計画の策定方法や監査手法について

調査を実施しました。また、平成 22 年

度から全職員を対象にセキュリティ研

修会やセキュリティアンケートによる

セキュリティに関するレベルアップを

図っていますが、内部監査の実施には

至っていません。 

見直し 

情報部門における業務

継続計画（ＩＣＴ

※

－

ＢＣＰ

※

）の検討 

情報統計課 情報部門の職員を業務継続管理（ＢＣ

Ｍ）の研修に参加させることで、ＩＣ

Ｔ

※

－ＢＣＰ

※

策定に必要な内容につ

いての調査を実施しています。現在、

防災・危機管理室において「日田市地

域防災計画」が改正され、ＢＣＰ

※

を策

定しています。今後は更なる内容の精

査・検討を進め、計画策定に際しては、

防災、庁舎管理等を含めた検討を行う

必要があります。 

検討 

 

＜進捗状況欄における凡例＞＜進捗状況欄における凡例＞＜進捗状況欄における凡例＞＜進捗状況欄における凡例＞    

「達 成」 ： 計画に示す目標を達成した（代替的な手段も含む） 

 「着 手」 ： 計画に示す事業に着手している 

「検 討」 ： 事業の着手に向け検討・調整を行っている 

 「見直し」 ： 計画を見直した 

「未評価」 ： 現時点では進捗状況の困難な事業 他 

 


